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１ 開会

２ 議事
これからの東京の地域教育の在り方について
各委員からの報告
(1) 今井 悠介 委員
(2) 倉持 伸江 委員

３ 今後の予定

４ 閉会

第７回全体会 次第
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１開会
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地域教育推進ネットワーク東京都協議会は「協議
会」という名称であるが、協議や情報交換の場など
の機能をもっておらず、活用（導入）可能な多様な
教育プログラムの継続的なアップデートが不十分

＜地域教育推進ネットワーク東京都協議会＞
平成17年の設立以降、累計600以上の団体の登録があり、多様な専門的な教育プログラムをも
つ企業やNPO等の社会資源を活用しながら都立学校等を支援

＜インクルーシブな学び東京コンソーシアム＞
インクルーシブシティ東京の実現を目指し、障害のある人々の生涯にわたる学びを支援すると
ともに、障害のある人もない人も共に学べる環境づくりに向けた取組を展開

地域教育プラットフォームの成果

現状・課題

広域行政として区市町村、団体等を支援する役割を
強化することが必要

検討すべき事項

時代の変化や新たな課題に対応する仕組みが不十分

設立して間もないインクルーシブな学び東京コン
ソーシアムは、区市町村、学校、企業、NPO等多
様な主体との連携協働について引き続き検討する必
要がある

第１３期東京都生涯学習審議会の議論の整理

○現在の地域教育推進ネットワーク東京都協議会を
刷新し、豊富な社会資源を効果的・継続的に活用で
きる東京都ならではの新たな仕組みづくりを検討

○インクルーシブな学び東京コンソーシアムについ
て、障害者の生涯学習支援にとどまらず、多様な人
が共に支え合う共生社会の実現に向けた取組が可能
となるしかけを検討

○従来からの施策や事業に加え、多様な学びの創出
に向けた施策や事業等、新たな課題に柔軟に対応で
きる体制整備について検討

○小中学校や学校外教育を実施する区市町村と東京
都が培ってきた地域教育プラットフォームとの効果
的な連携方法や、地域のニーズに応える機能の追加
を検討

参考資料
（第５回）
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区市町村等との連携強化

都内にある企業やNPO法人等の豊富な社
会資源を区市町村等が効果的・継続的に活
用できるような仕組みを検討

地域に存在する社会教育にかかわる多様
な人材の活用・連携方策を検討

方向性（案）

第１３期東京都生涯学習審議会 議論の方向性（事務局案）

新たな地域教育プラットフォームの構築

「キャリア教育」、「共生社会」等の
テーマ別カテゴライズを検討

各種プログラム、事業の評価・フィード
バックや情報共有・情報交換が可能となる
仕組みを検討

ポイント①

「地域教育推進ネットワーク東京都協議会」、「インクルーシブな学びコンソーシアム」の
２つのプラットフォームの成果を踏まえ、豊富な社会資源を効果的・継続的に活用できる東京
都ならではの仕組み作りについて議論

これからの東京の地域教育の在り方について審議事項

ポイント②

東京都教育施策大綱
２０５０年代の東京の姿
学びのあり方を東京から改革し、社会の変化に柔軟に
対応できる「新たな教育のスタイル」により、自分ら
しく成長できる自由で多様な学びが展開
東京の目指す教育
子供たちが、学校内外での学びが、社会や自分の将来
とどのようにつながっているかを意識し、学びの意義
や意味を実感できる

２０５０東京戦略
ビジョン08 コミュニティ
・地域コミュニティの重要性に改めて光を当てる
・多様なコミュニティが人々の支え合いを創出
ビジョン09 共生社会
・共生社会の実現に向けた取組を一層推進し、ありた
い自分の実現を後押し
・多様性を原動力として、東京が更なる飛躍を遂げる

政策的位置付け

参考資料
（第５回）
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前回（第６回）の論点（概要）とプラットフォームの方向性

１．新たな地域教育プラットフォームに求められる基本的視座

・地域教育を取り巻く環境は大きく変化しており、学校・地域・民間団体・企業・大学等が相互に関わり合いな
がら学びを創出することが、これまで以上に重要

・多様な主体が学び合い、育ち合う「共創」を生み出す地域教育プラットフォームの構築が不可欠

・民間団体やNPOは、最初から完成された存在ではなく、接点の形成、事業経験の蓄積、他主体との連携を通じ
て段階的に成長していく存在。このため、プラットフォームは単なる情報集約やマッチングの場ではなく、団
体・学校・行政それぞれが学習し、成長していくことを前提とした仕組みとして設計される必要

２．「共創」を生み出すための条件整備の必要性
・共創は理念や意欲だけで自然に生まれるものではなく、継続的な関係性と事業基盤を支える仕組みがあって初
めて成立する。単発的・短期的なプログラムだけでなく、一定期間関与する「中期的な取組」も有効であり、
さらに、そのような取組を進めるためにはコーディネーター機能の強化が求められる。

・共創を促進するためには、事業終了後の効果検証やフィードバックの仕組みを通じて、団体が自らの取組を振
り返り、改善・発展させていく機会を確保することが求められる。こうした循環を通じて、プログラムの質の
向上と、団体および学校の双方の学習が促進される

・同一分野内にとどまらず、分野横断的な連携や、生涯学習施設等との接点創出を可能とするためには、個別の
努力に委ねるのではなく、プラットフォームとして意図的に「つながる場」や「共に考える場」を設けること
が重要

○ 御意見のまとめ

地域教育推進ネットワーク東京都協議会とインクルーシブな学び東京コンソーシアム
それぞれの関係団体から見た現状、成果、課題、期待について（機能面を中心に検討）

前回
（第６回）

ポイント① 新たな地域教育プラットフォームの構築 ポイント② 区市町村等との連携強化

第１３期生涯審議論の方向性

新たな地域教育プラットフォームには共創（学び合う環境）を生み出す機能や仕組みが必
要であるとの認識のもと、具体化に向けた構想を検討するため委員から報告をいただく
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４．インクルーシブな学びを支える環境づくりの重要性

・インクルーシブな学びの実践に関する報告を通じ、学びの成果はプログラム内容のみならず、環境設計に大き
く左右される。心理的安全性を担保するためのルール設定、参加者同士の協調性を育む工夫、誰もが「参加し
てみたい」と感じられるデザイン性、そして個々の状況に応じて対応できる柔軟性は、すべて学びの質を高め
る重要な要素

・学校現場においては、生徒の多様性が一層高まっており、学級そのものが潜在的にインクルーシブな環境と
なっている。インクルーシブな学びを特別な取組として位置付けるのではなく、日常の学習活動の中で自然に
体験されるものとして定着させていく視点が必要

今後の東京の地域教育プラットフォームの方向性として、

・団体・学校・行政が共に学び、育つ「成長の場」であること
・共創を生み出すための中期的支援とフィードバックの仕組みを備えること
・社会教育主事の専門的コーディネートを中核機能として位置付けること
・様々な学びのプログラム等が学校や社会教育施設等の地域で定着する過程を支える基盤と
なること

が視点として考えられる。

・事業実施過程において生じる団体と学校等との期待のずれや課題について、第三者的立場から調整・支援を行
うことは、事業を安定的に推進するうえで不可欠。このような「深いコーディネート」や区市町村との連携等
による東京の地域教育の下支えは、地域教育プラットフォームの中核機能として位置付けられるべきであり、
社会教育主事の役割や体制の在り方について、今後さらに整理・強化していく必要

３．社会教育主事に期待される専門的で継続的なコーディネート機能

・都の社会教育主事に求められる役割は、単なる団体と学校のマッチングにとどまらず、団体の教育的理念や特
性を丁寧に把握したうえで、学校等のニーズや教育方針との適合性を見極め、継続的な関係構築の支援である。
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多様な主体と地域が連携するための新たな地域教育プラットフォームの基盤となる
コーディネート機能や都の社会教育主事の在り方について（仕組み面を中心に検討）

今回（第７回）の審議について

今回の御報告

報告１：今井悠介委員
・自治体、地域の団体等と連携した事業の仕組み、実績及びコーディネーターの
役割

・子供の学びや体験等を支える団体の実践者として、現場から見える課題
・東京都の社会教育に期待する役割

報告２：倉持伸江委員
・社会教育に関わる講座や人材育成の取組
・社会教育主事の職務と役割
・東京都の社会教育主事の強みと課題
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２ 議事

これからの東京の地域教育の在り方について
各委員からの報告
（１） 今井 悠介 委員
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今後の東京都の社会教育行政に期待すること

－社会教育団体が育つ基盤づくりに向けて－

今井 悠介

公益社団法人チャンス・フォー・チルドレン 代表理事
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チャンス・フォー・チルドレン紹介

ミッション

多様な学びを すべての子どもに

私たちが目指すのは経済状況や一人ひとりの特性に関わらず

子どもたちを多様な学びの機会によって包摂できる社会です

親世代の
経済的貧困

学力や
進路選択の格差

若者の
経済的貧困

貧困の
世代間連鎖

子どもの教育格差 スタディクーポン事業

経済的困難を抱える子どもへ学校外の学びや
体験活動で利用できる“クーポン”を提供

子どもの
教育格差

子どもの“教育格差”を解消し
貧困の世代間連鎖を断ち切る

✓ 寄付金等を財源に累計 約17億円分のクーポンを提供
✓ スポーツ、文化芸術、キャンプ、塾等 約4800 教室と連携
✓ 大学生のボランティアが子どもと毎月面談し見守り
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⚫ 子どもに地域の体験活動で利用できる電子ポイントを提供
→一人当たり 5,000 円分（経済困窮世帯は 8,000 円分）

⚫ 墨田区の小学生全員が対象（所得制限なし）

⚫ 体験活動の実施主体は、地域住民 （店舗、企業、クラブ、サークル等）

→地域の多様な大人たちが子どものための体験活動を立ち上げ、参画

「 まち全体が体験の場 」をコンセプトに
主に夏休みに墨田区の小学生へ

地域の多様な体験活動の参加を支援する取組み

事例紹介：墨田区での地域活動支援事業

「 ハロカル 」は、ハローカルチャー（文化や体験との出会い）、ハローローカル（地域との出会い）という二つの願いを込めて名付けました 12



ハロカルホリデーすみだの仕組み・実績

地域住民、事業者（＝参画パートナー）
スポーツ、文化芸術、野外体験、職業体験等

ハロカルホリ
デーすみだ
実行委員会

墨田区の
小学生

ポイント提供

ポイント精算 体験活動参加
ポイント利用

主催はハロカルホリデーすみだ実行委員会。チャンス・フォー・チル
ドレン、地域 NPO・団体、墨田区等で構成。財源は寄付・補助金。

2025 年度の活動実績

実施期間： 2025 年7月19日～10月31日

累計利用者数（利用回数）

3,269 名

参画団体数

103 団体

体験プログラム種類

319 種

体験プログラム開催数

559 回

活動の全体像
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商店街と地域団体による
こども縁日

革職人による
鞄づくり体験

子育てサークルによる
味噌づくり体験

チョコレート屋による
チョコづくり体験

地域事業者・住民による体験活動の例

銭湯のお掃除体験

プロ選手による
バスケットボール体験

地域の店舗や企業、サークル、スポーツチームなど、多様な主体が“参画パートナー”として
多様な場所で体験活動を立ち上げ
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地域コーディネーター

地域の事業者・住民
（＝参画パートナー）

地域の子ども支援・福祉機関
ソーシャルワーカー 等

参画のサポート

事業周知・連携

支援が届きにくい子どもへの
周知、制度利用連携 等

利用サポート

ポイント利用

体験プログラム

情報提供・利用促進

利用先開拓、体験活動プログ
ラム 構築サポート 等

体験活動の情報提供 等

子ども・保護者
（＝ポイント利用者）

“地域コーディネーター”チームの組成

本事業の肝は、子どもたちと地域の体験活動を繋ぐ
“地域コーディネーター ”の存在

社会教育
団体

まちづく
り団体

子ども
支援団体

障がい者
支援団体

主なチーム構成

地域コーディネーターの全体像

15



②理念・ビジョンの共有

→事業者向け説明会を開催
し、事業の理念やビジョン

を共有する

④場所・人のマッチング

→ 事業者だけでは確保しに
くい場所・人・協力者をつ

なぐ
→ 公共施設・空きスペー

ス・合同企画の調整

③基準設計
プログラム審査

→子どもに届ける体験とし
て、安全性・公共性・内容
の適切性の基準をつくり確
認する （リスクマネジメント研修の受講必須）

⑥子どもの声・データの
フィードバック

→子どもの声、アンケート
や利用実績などのデータを

開示

①事業者の
発掘・開拓

→事業者を募集し、
地域の担い手を見つけ

参画を促す

⑤コミュニティ化
学び合い

→事業者が実践や悩みを共
有し改善し合う場づくり

→ キックオフ・振り返り会
の開催

地域で多様な事業者や個人の参画を促し、体験機会を生み出すために
地域コーディネーターは次の役割を担う

体験活動を“生み出す”ためのコーディネーターの役割（対 事業者）
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②支援者と連携し必要な子どもに届ける

→学校・ソーシャルワーカー等と連携
し、体験機会にアクセスしにくい子ども

に情報を届ける
→体験を入口に、必要に応じて生活支援

につなぐ

③継続的な体験活動支援
への接続

→要支援家庭は単発参加で終わらせず、
通年で使えるクーポンや継続プログラム

につなげる

④子どもや家庭の声
の収集

→アンケートやヒアリングを通じて、子
ども・家庭の声を把握する

→体験活動の改善や政策提案に反映する

①体験機会の可視化
情報提供

→体験活動の情報を検索サイトに掲載
し、子ども・家庭が探せる状態にする

→LINE を活用し、定期的に体験活動の情
報を届ける

子どもたちが、多様な体験機会に繋げるために
地域コーディネーターは次の役割を担う

体験活動に“繋げる”ためのコーディネーターの役割（対 子ども家庭）

17



現場から見えている課題

学校外で子どもの学びや体験を支える団体（社会教育団体）が増え
育っていくためには、 次の課題があります

体験活動を実施する「 場所」の不足

活動や団体を支える「 財源」の不足

安全と体験の質を担保する「 基準」の不足

1

2

3

東京都の社会教育行政には、この 3つの基盤づくりを期待します

18



①体験活動を支える「場所」をどう確保するか

社会教育団体が利用できる場所の確保に向け
公共施設のルール整備やコーディネートを期待したい

課題

社会教育団体が活用できる活動場所の
確保が困難

✓ 都立公園や公共施設は、禁止事項・占
用・予約条件が活動実態に合いにくい

✓ 利用できる活動拠点が減少している（市
区町村が所有する宿泊施設の閉鎖や売却
などのケースが増加）

都の社会教育行政への期待

都内の公共施設のルール整備、コー
ディネート

✓ 社会教育団体の既存の都立公園や公共施
設利用について、使用ルール・占用や予
約の運用を柔軟にする

✓ 区市町村単位で維持困難な施設を、都民
共通の体験資源として活用する

19



②体験活動を支える「財源」をどう確保するか

継続的な体験活動には、団体の運営基盤への支援が必要

課題

ユニバーサルで継続的な活動を支える財
源が不足

✓ 事務局経費・人件費など、団体の運営基盤
に財源がつきにくい

✓ 新規事業には資金がつきやすい一方、既存
活動の安定化・拡充は支援が受けにくい

✓ 困窮家庭等の対象者が明確な支援に比べ、
すべての子どもに開かれたユニバーサルな
活動は財源を確保しにくい

都の社会教育行政への期待

社会教育団体への「財源支援」
ユニバーサルで継続的な体験活動を支える
社会教育団体に対し、財源支援を行う

対象に含めるもの
・直接事業費
・人件費
・事務局経費
・コーディネート費

※一定の基準を満たした団体を対象にする

20



③体験活動を支える「基準」をどう整えるか

社会教育団体の安全性・質を支える「共通基準」が必要

課題

活動の安全性や質を担保する「基準」
がない

✓ 子どもの権利・安全管理・リスク対応に
関する共通の指針がなく、各団体ごとの
判断に依存している

✓ 結果として、保護者・学校・支援者から
社会教育団体への信頼が担保されにくい

都の社会教育行政への期待

安全性・質を担保するための団体基
準・ガイドラインをつくる

✓ 社会教育団体が守るべき共通基準とガイ
ドラインを示す

✓ 基準を満たす団体を可視化する

✓ 基準を満たす団体への研修や学び合いの
他、前述の施設利用や財源面での支援を
行う

21



２議事

これからの東京の地域教育の在り方について
各委員からの報告
（１）倉持 伸江 委員

22



都の社会教育主事に
期待する役割

倉持伸江

（東京学芸大学）

23



自己紹介
倉持伸江 国立大学法人 東京学芸大学

専門：社会教育学・成人教育学

研究テーマ：成人学習支援、学習支援者の力量形成
とネットワーク、省察的実践

日本社会教育学会「社会教育士特別プロジェクト」
事務局長

今年４月から、東京学芸大学子どもの学び困難支援
センター長

貧困、虐待、不登校という課題についてプロジェ
クトを立ち上げ、“学びを拓く“をキーワードに実
践研究や研修教材の開発をすすめています。ま
た、協働して研究を進めていただける団体や機関
等とネットワークをつくり、それぞれの成果を誰
もが利用できるアーカイブに蓄積していきます。
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取り組み
①

公開講座＝職員・支援者研修

「学び合いを支える実践力を培う ～コミュニティ学習支援

コーディネーター養成講座」

対象 社会教育・学校支援・地域福祉・まちづくりなど
様々な領域で学びの支援に関わる職員・スタッフ・市民

連携・協力 東京都公民館連絡協議会（都公連）・立川市

https://gakugeikouza-2026028.peatix.com/
25
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取り組み②
特別区社会教育主事との

「本づくり」プロジェクト

社会教育主事の具体的な実践から、内在

化している社会教育のマインドやスキル

を学ぶ学習資源

・社会教育主事の複数配置や専門職採用

が減っている中新たに社会教育主事と

なった人が実際の専門性を伴った仕事を学ぶ機会が減っている

・社会教育実習の必修化などにより、養成機関と社会
教育現場のより密接な連携が欠かせない

・大学生や社会教育士から、社会教育主事の実像を知りたい

というニーズが高い 26



取り組み
③

社会教育主事（社会教育士）

養成課程の運営

•現場での体験と大学での学習の往還によって専門力
育成を目指す

•地域の社会教育施設・団体と連携・協働したプロ
ジェクト活動

•社会教育専門職・実践者の学びやエンパワメント
27
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都社会教育主事の強みと課題

•都道府県社会教育主事発令者に占める教員籍の
割合93.6％
（日本社会教育学会「社会教育主事・社会教

育士に関するアンケート調査」2025年）

→都ならではの高い専門性、継続性

•市区町村とのつながりが弱い／課題・事業ごと
に分断している

•社会教育主事の専門性の見えづらさ

•社会教育主事、公民館職員からの要望・ニーズ

32



社会教育主事の役割

• 市区町村における社会教育主事の配置・活躍の促進、養
成

• 社会教育主事との顔の見えるつながり

• 社会教育士（社会教育人材）のネットワーク化

• 研修の企画・運営

• 相談対応

• 都×市区町村との協働事業・モデル事業

• プログラムの質の向上と活用に向けた研究・検証・評
価・発信

• 俯瞰的・長期的な視点からの生涯学習推進に向けた検討

33



都社会教育主事

市区町村社会教育主事

地域の教育支援人材

社会教育関係職員
（公民館職員）

社会教育委員・領
域ごとのコーディ
ネーター
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今後の予定
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閉会
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